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令和 元 年度 【所管部局】都市整備部・企業局 

施策名 
(第 5 編第 2 章) 
災害に強いまち 

1．計画(Plan) 

意図(どういう状態になることを狙っているのか) 
災害を予防し、また被害を最小限にとどめるため、防災・減災の考え方に基づく災害に強いまちを

目指します。 

 
指標名  H28 H29 H30 R 元 指標･目標値設定の根拠 

災害に対し何らかの備
えをしている市民の割
合 

目標値 
(%) 

27.0 28.0 36.0 38.0 
R5年度に 50%達成を目指しま
す。［現状値：24.3%(H26年度
実績)］ 実績値 

(%) 
33.9 35.3 43.6 40.3 

達成度 
(%) 

125.6 126.1 121.1 106.1 

2．実行(Do)→ 構成事業の実施による 

3．検証・評価と今後の方向性(Check ＆ Action) 

(1)指標達成度に対する要因分析(①構成事業が与えた影響、②外的要因を踏まえて検証) 
・地域や団体等の防災訓練、防災研修を R 元年度は 44 回(新型コロナウィルス感染症の影響で 3 月は
中止)実施し、多くの地域住民が参加しました。参加した地域住民には、備蓄や非常用持出袋の準備
などの家庭での備え、地域の危険箇所の把握や避難場所の確認など、「自助」「共助」の意識啓発が
でき、こうしたことが指標を達成した要因です。 

 また、近年頻発する大規模な自然災害により、市民の災害に対する関心が高くなったことが、地域
の主体的な防災・減災への取組みにつながったと考えます。 

・手鎌南川河川改良事業や木造戸建て住宅耐震改修促進事業、公共下水道白川排水区整備事業（第 1
期）により、市民の安全確保とともに、災害への備えに対する意識啓発にもつながったと考えます。 

(2)今後の方向性((1)の要因分析を踏まえ、施策目的達成に向けた方針を示す) 
・災害に強いまちの実現には、「自助」「共助」が基本となることから、防災士と連携を図り、地域で
の自主的な防災活動が継続して取り組めるよう支援を行うとともに、防災訓練等には、地域住民の
みならず学校や施設、事業所などにも参加を呼びかけ、地域全体で災害に備えます。さらに、今ま
で防災訓練等に比較的参加が少なかった若い世代が、防災に関心がもてるよう意識啓発に取り組み
ます。 

・浸水対策は、多くの予算を要することから、国・県に対し財源の確保を要望します。また、手鎌南
川河川改良工事については、R2 年度が事業の最終年度となりますので、完了後の効果検証のために
事後評価を実施します。 

(都市整備部長 鴛海 博) 
 

・公共下水道白川排水区整備事業(第 1 期）は、当該地区の浸水被害の未然防止や浸水緩和に重要な施
設であることから、今後の工事工程の見直しや工事間の調整を図りながら、進捗管理を徹底し着実
に事業を進めます。また、その他の雨水排水施設も適切な管理を行いながら、予防保全の観点から
長寿命化、改築更新工事に取り組み、防災、減災機能の維持を図ります。 

(企業局調整監 弘島 和則) 
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4．施策推進の視点と各構成事業 

№ 事業名 所管課 

成果指標等 評価結果 

指標名 単位 R元目標 
R元実績 

結果検証 
・分析 

今後の 
方向性 

［視点 1］地域の防災力の向上 

1 地域防災推進事業 防災対策室 
自主防災組織等におけ

る防災士資格取得人数 
人 

10 

7 
やや遅れ 休止 

2 【重点】地域防災力強化事業 防災対策室 
地域における訓練参加
人数 

人 
2,300 
3,527 

大変順調 継続 

［視点 2］防災対策の充実 

3 【重点】防災・減災推進事業 防災対策室 

市職員(臨時職員・嘱託

員除く)の防災訓練参
加者数 

人 
900 

1,384 
大変順調 継続 

4 
福岡県防災・行政情報通信ネットワ
ーク再整備事業 

防災対策室 再整備事業進捗率 % 
100 
100 

順調 終了 

5 情報伝達機能強化事業 防災対策室 災害情報電話 - 
導入 

導入 
順調 終了 

［視点 3］防災基盤の強化 

6 【重点】手鎌南川河川改良事業 土木建設課 手鎌南川整備の進捗率 % 
100 
91 

やや遅れ 継続 

7 都市下水路改良事業 土木建設課 都市下水路の整備延長 m 
250 

291 
順調 継続 

8 
【重点】公共下水道白川排水区整備
事業(第 1期) 

白川ポンプ場建設
推進室 

整備進捗率 % 
74 
52 

やや遅れ 改善 

9 
【重点】下水道施設(電気・機械設

備)長寿命化対策事業(雨水) 
施設課 

浜田町、明治、三川ポ
ンプ場改築工事の進捗
率 

% 
89 

88 
順調 継続 

10 
下水道処理場等維持管理事業(雨
水) 

施設課 
施設機能の重点確認の
実施 

回 
3 
3 

順調 継続 

［視点 4］建築物の耐震化の促進 

11 木造戸建て住宅耐震改修促進事業 建築住宅課 住宅の耐震化率 % 
74.3 

78.3 
順調 継続 

12 ブロック塀等撤去促進事業 建築住宅課 
ブロック塀等撤去促進
事業による撤去件数 

件 
20 
20 

順調 継続 
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5．構成事業 

【決算額】政策経費事業…金額掲載(千円単位)、事務事業経費事業…－ 

1 

事 業 名 地域防災推進事業 決算額 448 

事 業 の 

実 施 状 況 

・まちづくり協議会や安心安全まちづくり推進協議会の校区会長会議で、防災士養成講座の

受講を募集しました。 

・地域の自主防災活動のリーダーとなる人材を育成するため、防災士がいない校区を中心に、

資格取得の働きかけを行い、新たに 7名の防災士を養成しました。 

課 題 

・防災士の養成が出来ていない校区が 1 校区あるため、引続き資格取得の働きかけを行う必

要があります。 

・防災士が、地域の防災活動の中心的な役割を担うためには、技能向上の取組みが必要です。 

今 後 の 

方 向 性 

( 具 体 策 ) 

・全校区への防災士の配置を目指し、防災士を養成できていない校区に対しては、引き続き

資格取得の働きかけを行います。 

・防災士に対する技能向上にむけたスキルアップ研修を実施します。 

 

2 事 業 名 【重点】地域防災力強化事業≪6．重点事業 参照≫ 

 

3 事 業 名 【重点】防災・減災推進事業≪6．重点事業 参照≫ 

 

4 

事 業 名 福岡県防災・行政情報通信ネットワーク再整備事業 決算額 6,943 

事 業 の 

実 施 状 況 

・事業実施主体である福岡県の主導の下、計画どおり副回線（無線回線）を整備し、運用を

開始しました。 

課 題 

・新たに導入された機器の特色や取扱いについて習熟することが必要です。 

今 後 の 

方 向 性 

( 具 体 策 ) 

・新たに導入された機器の特色や取扱いについて研修や訓練を重ね、災害に関する情報の収

集並びに伝達能力の向上を目指します。 

 

5 

事 業 名 情報伝達機能強化事業 決算額 387 

事 業 の 

実 施 状 況 

・広報車や防災行政無線の放送を確認できる災害自動音声ダイヤルや聴覚障害者等を対象と

した登録制の災害情報 FAXの運用を開始しました。 

・携帯電話（メール機能を有する機器）を持っていない人が、災害情報を受け取ることがで

きる、登録制の災害情報テレホンを開始しました。 

課 題 

・多くの市民が災害情報を入手可能とするために、災害自動音声ダイヤルや災害情報 FAX、新

たに開始した災害情報テレホンの周知が必要です。 

 

今 後 の 

方 向 性 

( 具 体 策 ) 

・災害自動音声ダイヤルや災害情報 FAX、災害情報テレホンについて、広報おおむたやホーム

ページをはじめ、地域の防災訓練や研修会等で紹介し、周知を図ります。 

 

6 事 業 名 【重点】手鎌南川河川改良事業≪6．重点事業 参照≫ 
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【決算額】政策経費事業…金額掲載(千円単位)、事務事業経費事業…－ 

7 

事 業 名 都市下水路改良事業 決算額 89,522 

事 業 の 

実 施 状 況 

・R元年度は、291mの都市下水路改良工事を行いました。 

・道路陥没事故等を未然に防ぐため、道路下に埋設されている暗渠水路の点検・調査を行い

ました。 

課 題 

・未整備箇所が数多く残っていることから、多額の整備費が必要です。 

今 後 の 

方 向 性 

( 具 体 策 ) 

・都市下水路の整備にあたっては、限られた予算の中で危険性・緊急性の高い箇所から優先

的に整備を進めます。 

 

8 事 業 名 【重点】公共下水道白川排水区整備事業(第 1期)≪6．重点事業 参照≫ 

 

9 事 業 名 【重点】下水道施設(電気･機械設備)長寿命化対策事業(雨水)≪6．重点事業 参照≫ 

 

10 

事 業 名 下水処理場等維持管理事業(雨水) 決算額 － 

事 業 の 

実 施 状 況 

・雨水排水ポンプ場の設備が、健全な状態で稼働しているかどうかを確認する施設機能の重

点確認点検を、維持管理業務受託者とともに 3 回実施し、適切に維持管理されていること

を確認しました。 

 

課 題 

・施設の老朽化が進んでいるため、施設故障により処理に影響が出ないよう適切な維持管理

を行う必要があります。 

 

今 後 の 

方 向 性 

( 具 体 策 ) 

・適切に点検を実施し設備の状態を的確に把握し運営するとともに、ストックマネジメント

計画に基づき計画的に改築、更新、長寿命化工事を実施することにより、効率的な施設の

維持管理に取り組みます。 

 

 

11 

事 業 名 木造戸建て住宅耐震改修促進事業 決算額  

事 業 の 

実 施 状 況 

・ホームページや広報おおむた、啓発リーフレットなどの媒体により事業周知を行いました。 

・木造住宅の耐震向上セミナー、住まいづくり教室及び防災訓練時に本事業の周知、建築物

の耐震化の啓発を実施しました。 

課 題 

・事業周知、建築物の耐震化の啓発により 3 件の相談があったものの、当補助事業を活用し

た耐震改修はありませんでした。 

・補助実績はなかったものの、さらなる耐震化率の向上のためには、建築物の耐震化の啓発

を継続する必要があります。 

今 後 の 

方 向 性 

( 具 体 策 ) 

・当初の計画どおり、耐震改修補助については R2年度で終了とします。 

・今後も、ホームページや広報おおむた、FM たんと等を活用し、建築物の耐震化の啓発活動

に注力します。 
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【決算額】政策経費事業…金額掲載(千円単位)、事務事業経費事業…－ 

12 

事 業 名 ブロック塀等撤去促進事業 決算額 1,200 

事 業 の 

実 施 状 況 

・ホームページや広報おおむた、啓発リーフレットなどの媒体により事業周知を行いました。 

・建築物防災週間にあわせ、緊急調査を実施した全 27校区のフォローアップ調査を実施しま

した。 

・補助金の活用により、危険なブロック塀を 20件撤去しました。 

課 題 

・本事業は危険なブロック塀の撤去を加速化する目的で、時限的な事業として創設しました。 

・事業に対する問合せや調査申込が 80件を超え、所有者等に対する意識啓発の面でも一定の

効果があったものと考えます。 

・個人の財産である危険なブロック塀の撤去を促進するためには、継続した啓発活動が必要

です。 

今 後 の 

方 向 性 

( 具 体 策 ) 

・ブロック塀等撤去補助については、当初の計画どおり福岡県の事業廃止に合わせ、R2 年度

で終了とします。 

・今後も、ホームページや広報おおむた、FM たんと等を活用し、危険なブロック塀等の撤去

に向けた啓発活動に注力します。 
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6.重点事業 

事業名 地域防災力強化事業 
 

指標名  H28 H29 H30 R元 指標･目標値設定の根拠 

地域における訓練参加人数 
目標値(人) - - 2,300 2,300 

年間30回程度の研修や訓練を実

施しており、これまでの実績を

踏まえ、防災士資格取得者と連

携を図りながら参加体制を充実

させることで、参加者の確保を

達成します。 

実績値(人) - - 5,244 3,527 

達成度(%) - - 228.0 153.3 
 

事業の実施状況 

・地域住民が参加した防災研修や訓練は、年間 44回実施され、3,527 人が参加しました。 

・地域が主体となって開催する訓練では、市も企画段階から会議に参加し、協議を重ね地域の実情に合った訓練

を実施することができました。 

決 算 国 県 起債 その他 一般財源 

決算額  千円 
     

(次年度への繰越  千円) 

課 題 

・地域の実情に合った訓練を、地域主体となって立案し自主的に取り組めるよう、継続的な支援・育成が必要で

す。 

・地域防災力を強化するためには、地域の防災リーダーとなる人材の育成が必要です。 

今後の方向性(具体策) 

・防災活動が活発な校区はもとより、活動が停滞している校区に対しても研修会や訓練の開催を積極的に働きか

け、自主防災組織の運営支援や地域の防災活動の要となる防災リーダーを育成します。 

・行政からの避難情報発表の前に住民の自主的な避難が、命を守ることにつながった事例があることから、「自ら

の身は自分で守る」という自発的な行動ができるよう、災害に対する事前の対策として、自分たちで適切な判

断や行動を考える訓練等への取組みを支援します。 

 

事業名 防災・減災推進事業 
 

指標名  H28 H29 H30 R元 指標･目標値設定の根拠 

市職員(臨時職員・嘱託員除

く)の防災訓練参加者数 

目標値(人) - - 900 900 避難所運営訓練、総合防災訓練

等実施し、市職員(臨時職員・嘱

託員除く)全員がひとり1回は訓

練に参加します。 

実績値(人) - - 1,177 1,384 

達成度(%) - - 130.8 153.8 
 

事業の実施状況 

・職員を対象に指定避難所従事者研修や総合防災訓練に多くの職員が参加しました。 

・食料、飲料水をはじめ、乳幼児や障害者に配慮した液体ミルクや多目的簡易トイレ等を備蓄しました。 

・定住自立圏内の防災協定に基づき、総合防災訓練に柳川市・みやま市・荒尾市が参加し、連携強化を図りまし

た。 

・ヤマト運輸株式会社をはじめとした民間事業者と防災協定を締結しました。 

決 算 国 県 起債 その他 一般財源 

決算額 2,079 千円 
    2,079 

(次年度への繰越  千円) 

課 題 

・被災地への応援や訓練の参加により、職員の防災意識は向上しましたが、大規模災害時において円滑に応急対

応を実施するためには、更なる対応力の向上が必要となります。 

今後の方向性(具体策) 

・今後も積極的に職員を対象とした訓練、研修を実施します。 

・防災担当部局だけでなく、全庁的に災害対応の計画やマニュアルの作成に取り組みます。 
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事業名 手鎌南川河川改良事業 
 

指標名  H28 H29 H30 R元 指標･目標値設定の根拠 

手鎌南川整備の進捗率 目標値(%) 37 52 76 100 各年度の事業費をベースに進捗

率を定めます。 
実績値(%) 22 42 64 91 

達成度(%) 59.5 80.8 84.2 91.0 
 

事業の実施状況 

・河川改修（L=195m）及び市道整備（L=295m）の工事を行いました。 

・調整池の一部（護岸、底盤、監視カメラ、モニター等）の工事を行いました。 

 

決 算 国 県 起債 その他 一般財源 

決算額 310,750 千円 
95,558  201,400  13,792 

(次年度への繰越 73,176 千円) 

課 題 

・年度末に雨天日が多かったことにより、継続的な作業ができなかったことから繰越工事となりましたが、出水

期（6月～10月）前には工事の完了を目指します。 

今後の方向性(具体策) 

・国・県に対し、事業の必要性を十分に説明し、交付金の確実な交付を要望します。 

・当該事業は、国の交付金を活用して事業を行っており、R2 年度が最終年度となりますので、完了後の効果を検

証するための事後評価を行います。 

 

事業名 公共下水道白川排水区整備事業(第 1期) 
 

指標名  H28 H29 H30 R元 指標･目標値設定の根拠 

整備進捗率 目標値(%) 6 12 32 74 R2年度までの全体事業費を100%

と設定し、各年度の事業費を割

合として設定します。 
実績値(%) 6 8 19 52 

達成度(%) 100 67.7 59.4 70.3 
 

事業の実施状況 

・白川排水区の雨水を排除する、ポンプ場及び雨水管工事を実施しました。 

・白川ポンプ場建設工事（躯体工・機械電気設備の機器製作）を実施しました。 

・白川雨水幹線築造工事を実施しました。 

決 算 国 県 起債 その他 一般財源 

決算額 1,919,260 千円 
959,630  959,630   

(次年度への繰越 1,140,834 千円) 

課 題 

・ポンプ場建設工事は、地下部（躯体工）の工事が完了し上屋工に着手しましたが、湧水や設計（鉄筋の配置）

の見直しにより工事全体の進捗が遅れているため、上屋工が次年度へ繰越となりました。 

・雨水管工事は、地元住民への影響を考慮し、工法の再検討が必要となったため、次年度へ繰越となりました。 

今後の方向性(具体策) 

・白川ポンプ場及び雨水管工事の完了まで地域住民への丁寧な説明や広報を行います。 

・建設事業者と工事工程や進捗管理の連携を密に行いながら、事業が着実に進捗するよう取り組みます。 
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事業名 下水道施設(電気･機械設備)長寿命化対策事業(雨水) 
 

指標名  H28 H29 H30 R元 指標･目標値設定の根拠 

浜田町、明治、三川ポンプ

場改築工事の進捗率 

 

目標値(%) 57 66 77 89 
R2年度までの全体事業費を100%

と設定し、各年度での累積事業

費を割合として設定します。 実績値(%) 57 65 72 88 

達成度(%) 100 98.5 93.5 98.9 
 

事業の実施状況 

・公共下水道長寿命化計画に基づき、一部前年度繰越工事を含め事業を実施しました。 

・明治ポンプ場電気設備改築工事（前年度繰越し含む。）を実施しました。 

・明治ポンプ場 2号雨水ポンプ長寿命化工事を実施しました。 

 

決 算 国 県 起債 その他 一般財源 

決算額 260,932 千円 
130,466  130,451 15  

(次年度への繰越 47,500 千円) 

課 題 

・改築工事は計画的に実施していますが、耐用年数を超えた設備も多くあることから、今後も適切な維持管理を

行っていく必要があります。 

今後の方向性(具体策) 

・R2年度からは、公共下水道長寿命化計画にかわり、下水道ストックマネジメント計画に基づき、施設の重要度、

老朽度により優先順位を付けて、計画的に改築、更新、長寿命化工事を実施します。 
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令和 元 年度 【所管部局】消防本部 

施策名 
(第 5 編第 3 章) 
消防・救急・救助体制の充実したまち 

1．計画(Plan) 

意図(どういう状態になることを狙っているのか) 
市民の生命、身体及び財産を守るため、災害の未然防止と被害の軽減を図り、安心して安全に暮ら

せるまちを目指します。 

 
指標名  H28 H29 H30 R 元 指標･目標値設定の根拠 

消防団員数 目標値 
(人) 

670 680 690 700 
条例定数 700名の 100%充足を
目指します。 
【現状値：644人(H26年度実
績)】 

実績値 
(人) 

686 686 690 700 

達成度 
(%) 

102.4 100.9 100 100 

2．実行(Do)→ 構成事業の実施による 

3．検証・評価と今後の方向性(Check ＆ Action) 

(1)指標達成度に対する要因分析(①構成事業が与えた影響、②外的要因を踏まえて検証) 
・消防団員数は、「条例定数 700 名の 100%充足」という目標を達成することができました。これは、団

員が 605 名まで減少した H23 年度以降、消防本部と消防団が共に危機感をもって、処遇の改善や装
備の充実、各種イベントでの加入の呼び掛けや団活動の紹介等、様々な加入促進策に取り組んだ成
果だと考えます。また、地域からの推薦や自らの入団の申し出は、熊本地震や九州北部豪雨等の大
規模な自然災害を目の当たりにして、市民の防災意識が高まったことによるものと考えます。 

・火災の総数は前年比 5件増の 39件でしたが、市民の生命・財産に直接影響を及ぼす住宅火災は、前
年比 1件減の 12件、死者は 0（ゼロ）となり、「住宅火災件数及び住宅火災による死者の減少」とい
う目標を達成することができました。これは、住宅防火対策として、この 4 年間で市内全世帯を訪
問し、火災予防の啓発に取り組んだ成果だと考えます。 

・防火対象物の安全対策については、福祉施設及び危険物施設の違反は全て改善済みです。一方でそ
の他の防火対象物については、関係者の防火に関する意識や改修に要する経費の問題、その他の要
因等から一部是正に至っていない対象物があり、引き続き粘り強く対応していく必要があります。 

・応急手当普及啓発の取組みについては、前年度に続いて、屋外で心肺停止状態となった女性が、市
民（バイスタンダー）による適切な処置の結果、無事に社会復帰されました。これは、応急手当を
適切に実施できる方を増やしていくという取組みの大きな成果だと考えます。 

 

(2)今後の方向性((1)の要因分析を踏まえ、施策目的達成に向けた方針を示す) 
・消防団は、地域防災力の中核として欠くことのできない存在です。特に大雨や台風、大規模な自然
災害発生時には、消防団が持つ即時対応力、要員動員力、地域密着性は年々重要性が増しています。 
このため、消防団員数の一定の充足率を維持していくための加入促進の取組み、団員並びに分団と
しての能力向上や分団と地域との連携を強化するための取組み、団員や団活動を側面から応援する
取組み、これらにより消防団のより一層の充実・強化を図ります。 

・住宅の防火対策については、「住宅火災を発生させない、住宅火災による被害を軽減する」ために、
引き続き火災予防の啓発と住宅用火災警報器の設置及び機器の取替えの啓発に取り組みます。 

・防火対象物の安全対策については、福祉施設や危険物施設、その他の防火対象物への関係者に対し、
講習会等を通じた災害の未然防止のための啓発、立入検査による予防保全に努め、市民が安全に安
心して利用できる環境の創出に取り組みます。 

・予防救急の推進については、誰にでも起こり得る事故や病気を未然に防ぐための注意喚起に加え、
夏場の熱中症や冬場のヒートショック等「暑さや寒さから命を守る行動」の重要性についての啓発
に取り組みます。 

・応急手当の普及・啓発の取組みは、「心肺停止状態からの社会復帰」という事例に限らず、身の回り
で起こった怪我や病気に対する適切な応急処置が功を奏したという事例も少なくありません。今後
とも、一人でも多くの市民が応急処置を適切に実施できるよう普及啓発に取り組みます。 

 
(消防長 馬場 邦弘) 
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4．施策推進の視点と各構成事業 

№ 事業名 所管課 

成果指標等 評価結果 

指標名 単位 R元目標 
R元実績 

結果検証 
・分析 

今後の 
方向性 

［視点 1］火災予防対策の充実 

1 危険物施設安全対策事業 予防課 
危険物災害重大事故発

生件数 
件 

0 

0 
順調 継続 

2 【重点】住宅防火対策事業 予防課 訪問世帯数 件 
14,037 
13,674 

順調 継続 

3 福祉施設防火対策事業 予防課 違反是正率 % 
100 
100 

順調 継続 

4 【重点】防火対象物安全対策事業 予防課 違反是正率 % 
100 

76.6 
遅れ 改善 

［視点 2］災害活動体制の充実 

5 災害対応力向上事業 警防課 技術技能評価 % 
100 
100 

順調 継続 

［視点 3］救急体制の充実 

6 救急隊員技術等向上事業 警防課 技術技能評価 % 
100 

100 
順調 継続 

7 【重点】応急手当普及啓発事業 警防課 
心肺停止患者に対する
応急手当の実施率 

% 
55.0 
67.0 

順調 継続 

［視点 4］消防団の充実･強化 

8 【重点】消防団員加入促進事業 総務課 消防団員数 人 
700 

700 
順調 継続 

9 消防団・地域連携強化事業 総務課 
校区防災訓練参加分団
数 

分団 
10 
10 

順調 継続 

10 消防団員育成事業 総務課 
学校入校及び各種研修
受講者数 

人 
10 
3 

遅れ 継続 

［視点 5］消防施設等の整備・充実 

11 消防車両・資機材整備・更新事業 総務課 整備・更新台数 台 
3 

3 
順調 継続 

12 耐震性防火水槽整備事業 総務課 調査・実施設計件数 件 
4 
3 

やや遅れ 継続 

13 教育訓練施設整備の検討 総務課 検討会開催数 回 
4 
4 

順調 継続 

［視点 6］広域連携の推進 

14 
福岡県防災・行政情報通信ネットワ
ーク再整備事業 

総務課 再整備事業進捗率 % 
100 
100 

順調 終了 

15 消防業務広域連携推進事業 総務課 広域連携訓練参加 回 
6 
6 

順調 継続 
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5．構成事業 
【決算額】政策経費事業…金額掲載(千円単位)、事務事業経費事業…－ 

1 

事 業 名 危険物施設安全対策事業 決算額 － 

事 業 の 

実 施 状 況 

・年間実施計画に基づき危険物施設の立入検査を実施し、施設等の維持管理について指導を

行いました。また、危険物安全週間中には危険物施設の安全パトロールを実施しました。 

・危険物施設等の事業所を対象とした防災イベントでは、実際に消火器や屋内消火栓を使用

した初期消火訓練を実施しました。 

課 題 

・重大事故には至らないものの小規模な漏えい事故及び火災（ぼや）は依然として発生して

いることから、他都市での事故事例を示しながら、保安意識を向上させる取組みが必要で

す。 

今 後 の 

方 向 性 

( 具 体 策 ) 

・今後も立入検査や安全パトロール、防災研修等を継続します。 

・危険物施設における消防担当者の明確化及び敷地内の危険物配置状況について調査を実施

します。 

 

2 事 業 名 【重点】住宅防火対策事業≪6．重点事業 参照≫ 

 

3 

事 業 名 福祉施設防火対策事業 決算額 － 

事 業 の 

実 施 状 況 

・年間実施計画に基づき、市内の福祉施設（204施設）へ立入検査を実施し、その場での改善

や継続した改善指導により、消防法令違反のない福祉施設となっています。 

課 題 

・年々福祉施設の数が増加していることから、立入検査の効率化及び効果的な実施について

検討の必要があります。 

今 後 の 

方 向 性 

( 具 体 策 ) 

・今後も継続して立入検査を実施します。 

・施設の職員が少ない夜間や休日は、安全管理体制が手薄なことから、これらを想定した訓

練を実施させることで、効果的な設備の活用や近隣住民との協力体制の必要性を認識させ、

対応策を構築するよう指導します。 

 

4 事 業 名 【重点】防火対象物安全対策事業≪6．重点事業 参照≫ 

 

5 

事 業 名 災害対応力向上事業 決算額 － 

事 業 の 

実 施 状 況 

・複雑・多様化する災害への対応能力の向上を図るため、警防技術及び消火技術等の評価訓

練を行いました。定期的な反復訓練を行ったことにより全職員 B 級以上という目標を達成

できました。また、大規模災害等に的確に対応ができることを目的として他機関との合同

訓練に取り組みました。 

課 題 

・他消防本部との災害活動は、組織ごとの活動方針が異なるため、平素から協議を重ね調整

が必要となります。 

今 後 の 

方 向 性 

( 具 体 策 ) 

・全国での災害事例を参考としながら他消防本部との連携を更に強化し、また消防活動能力

の向上を目指し、合同訓練の手法や回数を見直します。 
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【決算額】政策経費事業…金額掲載(千円単位)、事務事業経費事業…－ 

6 

事 業 名 救急隊員技術等向上事業 決算額 － 

事 業 の 

実 施 状 況 

・救急救命士の新規養成や救急救命士が特定行為を行うために、必要な資格を取得するため

の研修及び病院実習を計画的に実施しました。 

・認定指導救命士を中心として教育訓練に基づいた、訓練、指導、評価を救急業務に携わる

全ての職員に対して実施しました。 

課 題 

・訓練は当務内で実施するため、災害発生時には中断を余儀なくされることもありました。 

・指導者は救命士のみとしているために救命士の負担増となりました。 

今 後 の 

方 向 性 

( 具 体 策 ) 

・医学の進歩に伴い救急業務も高度化されることから、新たな救急資器材の導入やプロトコ

ルが変更された場合には、速やかに教育訓練計画に取り入れ現場に反映させます。 

・教育訓練計画も 3 年経過し、一定程度確立したことから、指導者を救命士のみではなく消

火隊、救助隊の隊長に拡大し、効率的かつ効果的な訓練を実施します。 

 

7 事 業 名 【重点】応急手当普及啓発事業≪6．重点事業 参照≫ 

 

8 事 業 名 【重点】消防団員加入促進事業≪6．重点事業 参照≫ 

 

9 

事 業 名 消防団・地域連携強化事業 決算額 － 

事 業 の 

実 施 状 況 

・地域防災啓発訓練時には、多数の地域住民に参加していただき、火災予防の啓発と消防団

活動への理解を深めて頂きました。 

・女性消防団員は、地域の民生委員・児童委員と協力して高齢者宅を訪問する住宅防火診断

や市内の学童保育所では、子供たちを対象に防火、防災に関する教育を行いました。 

課 題 

・災害時において地域住民が安心、安全な行動ができるよう、地域の各組織（校区連協、民

児協、社協、まちづくり協議会）との協力体制や連携強化が必要です。 

今 後 の 

方 向 性 

( 具 体 策 ) 

・今後も地域防災啓発訓練での地域住民への参加の呼びかけや女性消防団員による住宅防火

診断を継続して行います。また、各校区や地域で開催される訓練にも積極的に参加し、災

害時に地域住民との円滑な防災活動ができるように取り組みます。 

 

10 

事 業 名 消防団員育成事業 決算額 － 

事 業 の 

実 施 状 況 

・消防団員が高度な知識や技術を習得してスキルアップを図るために、毎年福岡県消防学校

へ入校しており、10名の入校を予定しておりましたが、3名に留まりました。 

・運転技術の向上を目的として、新たに安全運転技能講習に 1 名を派遣し、フィードバック

研修として全分団の機関担当員に講習会を開催しました。 

課 題 

・全国的な傾向と同様に、本市においても被雇用者団員が多く、平日の入校が難しい状況に

あります。 

・新型コロナウイルス感染症対策により、福岡県消防学校での消防団員研修が中止となった

ことから、予定派遣人員から大幅な減員となりました。 

今 後 の 

方 向 性 

( 具 体 策 ) 

・消防学校での教育訓練に加え、他の機関が休日に開催する講習・研修会を活用し、継続し

た育成を行います。 

・各種防災活動要領について、総務省消防庁の e－ラーニングを活用するなど、効率的かつ効

果的な教育を行います。 

 

  

－ 233 －



 

 

【決算額】政策経費事業…金額掲載(千円単位)、事務事業経費事業…－ 

11 

事 業 名 消防車両･資機材整備･更新事業 決算額 － 

事 業 の 

実 施 状 況 

・消防自動車整備計画に基づき高規格救急自動車 1 台、水槽付消防ポンプ自動車及び消防ポ

ンプ自動車を各 1台更新しました。 

・更新が必要な各種資機材についても、計画どおり更新しました。 

課 題 
・消防自動車整備計画を基本としつつ、既存車両の状態や走行距離及び財政の平準化等を総

合的に勘案し、整備の前倒しや先送りの判断が必要です。 

今 後 の 

方 向 性 

( 具 体 策 ) 

・消防自動車及び資機材については、劣化状況に応じて、災害時に機能を十分に発揮するこ

とが出来るよう、維持管理を行い計画的に更新します。 

 

12 

事 業 名 耐震性防火水槽整備事業 決算額 18,604 

事 業 の 

実 施 状 況 

・4基の防火水槽整備を計画していましたが、民間所有の用地取得が困難となったため、計画

を 3基に変更し、整備に向けた設計及び地質調査を行うとともに、H30年度事業の工期延長

による繰越分 1基の整備が完了しました。 

課 題 

・耐震性防火水槽の整備が必要にもかかわらず、整備可能な用地の確保ができない地域も存

在しているため、何らかの対応が必要です。 

今 後 の 

方 向 性 

( 具 体 策 ) 

・設計及び地質調査に基づき、R2年度に 3基の耐震性防火水槽を整備します。 

・整備可能な用地の確保ができない地域の対応として、R3年度に水源車を配備します。 

 

13 

事 業 名 教育訓練施設整備の検討 決算額 － 

事 業 の 

実 施 状 況 

・旧延命中学校校舎の 1 棟を暫定的に消防の教育訓練に活用できるようになり、定期的に各

種訓練を実施しました。 

課 題 

・広い敷地を必要とする、署全隊での合同訓練は可能となりました。その一方で屋内放水や

火を使用しての熱や煙を体感する訓練及び木造の一般住宅や集合住宅火災を想定した訓練

ができる環境を整える必要があります。 

今 後 の 

方 向 性 

( 具 体 策 ) 

・新たな教育訓練施設を整備するために、関係部局と調整を図りながら補助制度等の財政面

及び適地の確保に向けて、検討を行います。 

 

14 

事 業 名 福岡県防災･行政情報通信ネットワーク再整備事業 決算額 5,262 

事 業 の 

実 施 状 況 

・事業実施主体である福岡県の主導の下、計画どおり副回線（無線回線）を整備し、運用を

開始しました。 

課 題 

・新たに導入された機器の特色や取り扱いについて習熟することが必要です。 

今 後 の 

方 向 性 

( 具 体 策 ) 

・新たに導入された機器の特色や取り扱いについて研修や訓練を重ね、災害に関する情報の

収集並びに伝達能力を向上させます。 

 

  

－ 234 －



 

 

【決算額】政策経費事業…金額掲載(千円単位)、事務事業経費事業…－ 

15 

事 業 名 消防業務広域連携推進事業 決算額 － 

事 業 の 

実 施 状 況 

・計画のとおりに、筑後地域消防指令センター及び近隣消防と連携し、水害などの自然災害

や多数の傷病者が発生する大規模事故を想定した訓練を 6回実施しました。 

 

課 題 

・今後は、筑後地域消防指令センターを主体とした広域連携訓練を継続しつつ、近隣消防と

の連携・協力事業の手法については、検討が必要です。 

今 後 の 

方 向 性 

( 具 体 策 ) 

・定期的に連携訓練を実施し、指令センター及び消防本部相互の災害対応能力の向上及び情

報共有体制を強化します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

－ 235 －



 

 

6.重点事業 

事業名 住宅防火対策事業 
 

指標名  H28 H29 H30 R元 指標･目標値設定の根拠 

訪問世帯数 目標値(件) 14,300 14,300 14,300 14,037 4 カ年計画で市内全世帯を消防

職員が訪問し火災予防啓発を

実施するとともに防火チラシ

を配布します。 

(H31.4.1 現在 56,711 世帯) 

実績値(件) 12,844 16,096 14,097 13,674 

達成度(%) 89.8 112.6 98.6 97.4 
 

事業の実施状況 

・H28年度から市内全世帯を訪問し防火チラシの配布を行っており、今年度が最終年度となっていました。 

・実績値は目標数を下回っていますが、世帯数が減少していることから、全世帯への配布は終了しています。 

・大型店舗等での住宅用火災警報器設置 PR活動や市職員並びに消防団員等へのアンケート調査を実施しました。 

決 算 国 県 起債 その他 一般財源 

決算額  千円 
     

(次年度への繰越  千円) 

課 題 

・全世帯へのチラシ配布は完了したものの、住宅用火災警報器の設置率については依然としてほぼ横ばい状態で

あることから、設置率向上へ向けた新たな取組みが必要です。 

今後の方向性(具体策) 

・住宅火災を未然に防止するため、防火意識の啓発を行う必要があり、広報おおむたやホームページ及び FMたん

とを活用した予防広報を実施します。 

・チラシ配布事業が終了したことから、住宅用火災警報器の設置率が低い地域の未設置世帯へ設置を推進します。 

 

事業名 防火対象物安全対策事業 
 

指標名  H28 H29 H30 R元 指標･目標値設定の根拠 

違反是正率 目標値(%) 100 100 100 100 多くの人が利用する防火対象物

の違反是正を重点的に実施しま

す。 
実績値(%) 79.7 79.9 77.7 76.6 

達成度(%) 79.7 79.9 77.7 76.6 
 

事業の実施状況 

・市内全ての防火対象物（4,205 件）及び危険物施設（665 件）のうち、年間査察計画に基づき、防火対象物 728

件、危険物施設 97件の立入検査を実施しました。 

・立入検査によって判明した消防法令違反が 304件あり、そのうち 233件については違反是正が完了しました。 

決 算 国 県 起債 その他 一般財源 

決算額  千円 
     

(次年度への繰越  千円) 

課 題 

・違反の内容は、軽微なものから重大なものまで様々であり、改修に多額の経費を要する場合等は、年度内に是

正を完了できないことがあります。また、関係者の防火に関する意識も高低様々であり、維持管理の必要性や

違反に対する認識の低さから、粘り強い取組みを必要とする場合もあります。 

 

今後の方向性(具体策) 

・今後も継続し年間査察実施計画に基づき立入検査を実施します。 

・立入検査によって判明した消防法令違反については、徹底した違反是正指導を実施します。 

・消防同意審査や設備検査時に施設関係者等へ指導を行い、防火意識を高める啓発活動を実施します。 
  

－ 236 －



 

 

事業名 応急手当普及啓発事業 
 

指標名  H28 H29 H30 R元 指標･目標値設定の根拠 

心肺停止患者に対する応急

手当の実施率 

目標値(%) 52.0 52.5 54.0 55.0 心肺停止患者に対する応急手当

実施率の全国平均値 

(H28 48.9%) 
実績値(%) 68.0 56.9 69.9 67.0 

達成度(%) 130.8 108.3 129.4 121.8 
 

事業の実施状況 

・応急手当普及啓発の取組みとして、救急講習、普通救命講習、上級救命講習、応急手当普及員講習及び再講習

を開催し、普及員が普通救命講習や救急講習を実施する場合の訓練人形や AED トレーナー等の貸出も行いまし

た。総計 192回、4958名となりました。 

決 算 国 県 起債 その他 一般財源 

決算額 1,112 千円 
    1,112 

(次年度への繰越  千円) 

課 題 

・署内で開催する定期普通救命講習（偶数月、第 3日曜日）の受講者数が、毎回定員 50名枠に対し、近年 20％前

後に留まっています。 

今後の方向性(具体策) 

・応急手当の実施率は、目標値及び全国平均値を上回っています。応急手当を適切に実施できる方を増やす取組

みを継続します。定期普通救命講習の受講者を増やすために、ホームページ、マスコミ、公共電波（FM たんと

等）を活用した広報活動を拡充します。 

 

事業名 消防団員加入促進事業 
 

指標名  H28 H29 H30 R元 指標･目標値設定の根拠 

消防団員数 目標値(人) 670 680 690 700 条例定数の 700 名の 100%充足

を目指します。 
実績値(人) 686 686 690 700 

達成度(%) 102.4 100.9 100 100 
 

事業の実施状況 

・「消防団協力事業所表示制度」の取組みでは、新たに 2事業所の登録、団員 4名が入団され 21事業所、団員 50

名となりました。また、「消防団応援の店」事業では、利用促進のための「家族カード」の追加発行や登録店

を PRするための屋外と卓上用の幟の配布に取り組んだ結果、104店舗から倍増の 211店舗となりました。 

・・消防団の PR活動は、消防庁舎壁面を利用したプロジェクションマッピングや「FMたんと」への出演、「しょう

太くんだより」の配布、さらには、商業施設での大規模なイベントを開催しました。 

決 算 国 県 起債 その他 一般財源 

決算額 1,232 千円 
1,232     

(次年度への繰越 0 千円) 

課 題 

・団員の定年や自己都合による退団など、毎年度一定程度の退団者が見込まれることから、消防団協力事業所の

拡充や各種広報活動など継続的な加入促進事業へ取り組むとともに更なる消防団の知名度、イメ－ジアップが

必要です。 

今後の方向性(具体策) 

・学生分団の若い世代ならではの発想力、SNS を活用した情報発信や情報収集力等を活かした新たな取組みを検

討します。 

・「消防団協力事業所表示制度」や「消防団応援の店」事業を継続的に活用しながら、更なる加入促進を図ります。 
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